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23市町

地域住民等から移動支援に

関してニーズがありますか

ある ない

１９市町

４市町

市町において移動支援を

実施していますか

実施あり 実施なし

移動支援に関する実施状況調査結果
（調査対象：２３市町高齢者福祉担当課、 調査時期：令和３年２月）
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市町で実施している移動支援

・通所型サービスＡ（１）
・通所型サービスＢ（２）
・通所型サービスＣ（３）
・一般介護予防事業（３）

・交通空白地有償運送（５）

・福祉有償運送（４）

・障害者（児）移動支援事業
・地域主体の乗合タクシー
等導入・運行支援
（相乗りタクシー事業）
・タクシー券の交付（医療機
関等）
・町内タクシー事業（買物、
通院、食事等）
・福祉バス
・サロン等、集いの場への
送迎に対する保険料掛金
補助
・コミュニティバス、デマンド
バス

など

通所型サービスＡ： 主に雇用される労働者とともにボランティアが補助的に加わる緩和した基準によるサービス（ミニデイサービス）
通所型サービスＢ： 住民主体ボランティアによる支援（通いの場）
通所型サービスＣ： 保健・医療の専門職により提供される支援で、短期間で行われるもの
一般介護予防事業： 介護認定を受けていない高齢者が利用できる介護予防サービス



【移動支援の取組が実施されていない理由】

➢ 福祉有償運送については、ＮＰＯが実施している。（市内全域を対象）

➢ 総合事業に基づく移動支援（訪問Ｄ）については、検討に至るニーズを把
握していない

➢ 移動支援に係る詳細なニーズ把握の整理ができていない。

➢ 移動支援は、地域課題ではあるが課題解決のために核となって動く人材
がいない。

➢ 機能訓練教室及び一般介護予防事業においての送迎を委託として実施し
ていた経緯があったが、事業が廃止になりその後活用されていない。

➢ 地域課題ではあるが、道路運送法の制度上、新たな支援を実施すること
が難しい。

補足：訪問Ｄとは、介護予防・介護支援サービスと一体的に行われる
移動支援や移送前後の生活支援



住民主体で行われている移動支援
（市町から補助がない支援）
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有 無 無回答



新型コロナウイルス感染症の影響①

12市町

11市町

運行状況に変化

（R2.4～R3.1）

変化あり 無回答

【変化ありの内容】
〇利用者数が減った（10市町）

〇運行本数が減った（２市町）
〇運行を中止した（２市町）



新型コロナウイルス感染症の影響②

あり

13市町なし

6市町

無回答

4市町

感染症対策に関する支援

あり なし 無回答

【支援の内容】
〇補助金や助成金の補助
〇マスクやアルコール消毒等
消耗品の支給

〇感染症対策の情報提供



【外出を控えた利用者に与えた影響】

〇フレイルの進行（６市町）

〇不安感が強くなった（６市町）

〇認知症の進行（４市町）

〇体調を崩した（３市町）

〇生活リズムが崩れた（３市町）

〇医療機関の受診期間が広がった（１市町）

〇地域で孤立した（１市町）

※調査を実施していないので把握していない（４市町）



【指標】 介護保険担当職員や生活支援コーディネーターが公共交通に
関する協議の場に参加し、把握している高齢者の移動ニーズを
共有している。

11市町
12市町

令和３年

している していない

9市町

14市町

令和２年

している していない

【参考】 保険者機能強化推進交付金等評価指標 結果（２３市町）

【補足】
生活支援コーディ
ネーターとは、地域に
おいて、生活支援・介
護予防サービスの提
供体制の構築に向け
たコーディネート機能
を果たす者



【指標】 高齢者の移動・外出に関する支援について、地域で具体的な
取組がなされている。

令和元年

57圏域

31圏域

37圏域

出来ている 一部出来ている 出来ていない

令和２年

73圏域
25圏域

27圏域

出来ている 一部出来ている 出来ていない

【参考】 地域包括ケア評価指標 結果 (１２５圏域）

【補足】 圏域とは、おおむね30分以内に必要なサービスが提供される日常生活圏域



高齢者の移動・外出に関する支援について、
地域で具体的な取組がされている事例

⚫有償のサービスの紹介や外出の機会となる場の設定を積極的に
行っている。

⚫地区社協を中心に住民主体型サービスや協同労働等による移動、
外出支援に取り組んでいる。

⚫デマンド交通、病院の通院バスがスーパーを経由する、定期的な
通院患者は個別に送迎するなど対応している。

⚫学区の運営委員会により乗り合いタクシーなどが稼働している。

⚫住民自治協議会によるデマンド交通の導入。


